○東京都介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則

平成四年三月三一日

規則第四二号

〔東京都介護福祉士修学資金貸与条例施行規則〕を公布する。

東京都介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則

(平六規則四三・改称)

(趣旨)

第一条　この規則は、東京都介護福祉士等修学資金貸与条例(平成四年東京都条例第四十一号。以下「条例」という。)の施行について必要な事項を定めるものとする。

(平六規則四三・一部改正)

(用語)

第二条　この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。

(指定施設等)

第三条　条例第二条第一項に規定する指定施設等は、介護福祉士にあっては、次に掲げる施設等で、東京都の区域内に存するもの(第一号から第六号まで及び第九号から第十九号までに掲げる施設にあっては、東京都の区域外に存する施設で、国又は東京都が設置したものを含む。)をいう。ただし、第四号に掲げる施設にあっては、入所者のうちに身体上又は精神上の障害があることにより日常生活を営むことに支障がある者を含むものに限る。

一　生活保護法(昭和二十五年法律第百四十四号)第三十八条に規定する保護施設のうち、救護施設及び更生施設

二　児童福祉法(昭和二十二年法律第百六十四号)第七条に規定する児童福祉施設のうち、知的障害児施設、知的障害児通園施設、盲ろうあ児施設、肢体不自由児施設及び重症心身障害児施設

三　老人福祉法(昭和三十八年法律第百三十三号)第五条の三に規定する老人福祉施設のうち、老人デイサービスセンター、老人短期入所施設及び特別養護老人ホーム

四　老人福祉法第五条の三に規定する養護老人ホーム、軽費老人ホーム、同法第二十九条第一項に規定する有料老人ホーム及び介護保険法(平成九年法律第百二十三号)第八条第二十五項に規定する介護老人保健施設

五　障害者自立支援法(平成十七年法律第百二十三号)附則第四十一条第一項の規定によりなお従前の例により運営することができることとされた同法附則第三十五条の規定による改正前の身体障害者福祉法(昭和二十四年法律第二百八十三号)第五条第一項に規定する身体障害者更生援護施設のうち、身体障害者更生施設、身体障害者療護施設及び身体障害者授産施設

六　障害者自立支援法附則第五十八条第一項の規定によりなお従前の例により運営することができることとされた同法附則第五十二条の規定による改正前の知的障害者福祉法(昭和三十五年法律第三十七号)第五条第一項に規定する知的障害者援護施設のうち、知的障害者更生施設及び知的障害者授産施設

七　介護保険法第八条第二項に規定する訪問介護、同条第三項に規定する訪問入浴介護、同条第七項に規定する通所介護、同条第八項に規定する通所リハビリテーション、同条第九項に規定する短期入所生活介護、同条第十項に規定する短期入所療養介護、同条第十一項に規定する特定施設入居者生活介護(適合高齢者専用賃貸住宅(介護保険法施行規則(平成十一年厚生省令第三十六号)第十五条第三号に規定する適合高齢者専用賃貸住宅をいう。以下同じ。)において行われるものに限る。)、同条第十五項に規定する夜間対応型訪問介護、同条第十六項に規定する認知症対応型通所介護、同条第十七項に規定する小規模多機能型居宅介護、同条第十八項に規定する認知症対応型共同生活介護及び同条第十九項に規定する地域密着型特定入居者生活介護(適合高齢者専用賃貸住宅において行われるものに限る。)の事業

八　介護保険法第八条の二第二項に規定する介護予防訪問介護、同条第三項に規定する介護予防訪問入浴介護、同条第七項に規定する介護予防通所介護、同条第八項に規定する介護予防通所リハビリテーション、同条第九項に規定する介護予防短期入所生活介護、同条第十項に規定する介護予防短期入所療養介護、同条第十一項に規定する介護予防特定施設入居者生活介護(適合高齢者専用賃貸住宅において行われるものに限る。)、同条第十五項に規定する介護予防認知症対応型通所介護、同条第十六項に規定する介護予防小規模多機能型居宅介護及び同条第十七項に規定する介護予防認知症対応型共同生活介護の事業

九　介護保険法第四十八条第一項第三号に規定する指定介護療養型医療施設であって、同法第八条第二十六項に規定する療養病床等を有する病院又は診療所

十　障害者自立支援法第五条第一項に規定する障害福祉サービス事業のうち、同条第二項に規定する居宅介護、同条第三項に規定する重度訪問介護、同条第四項に規定する行動援護、同条第六項に規定する生活介護、同条第八項に規定する短期入所、同条第十項に規定する共同生活介護、同条第十三項に規定する自立訓練、同条第十四項に規定する就労移行支援及び同条第十五項に規定する就労継続支援(同条第九項に規定する重度障害者等包括支援において提供される場合を含む。)並びに同条第五項に規定する療養介護の事業

十一　障害者自立支援法第五条第十二項に規定する障害者支援施設、同条第二十一項に規定する地域活動支援センター及び同条第二十二項に規定する福祉ホーム

十二　医療法(昭和二十三年法律第二百五号)第七条第二項第四号に規定する療養病床により構成される病棟又は診療所

十三　高齢者の医療の確保に関する法律(昭和五十七年法律第八十号)第七十一条第一項の規定により厚生労働大臣が定める基準において定められた介護力を強化した病棟等

十四　職業安定法施行規則(昭和二十二年労働省令第十二号)附則第三項に規定する家政婦が就業する個人の家庭

十五　労働者災害補償保険法(昭和二十二年法律第五十号)第二十九条第一項第二号に規定する事業を行う施設

十六　独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法(平成十四年法律第百六十七号)第十一条第一号に規定する施設

十七　社会福祉法(昭和二十六年法律第四十五号)第二条第三項第十一号に規定する隣保事業を行う施設

十八　国立身体障害者リハビリテーションセンター、国立光明寮、国立保養所、国立児童自立支援施設、国立知的障害児施設等及び国立ハンセン病療養所

十九　前各号に掲げる施設等のほか、介護等の便宜を供与する施設又は事業

2　条例第二条第一項に規定する指定施設等は、社会福祉士にあっては、次に掲げる施設等で、東京都の区域内に存するもの(東京都の区域外に存する施設で、国又は東京都が設置したものを含む。)をいう。

一　社会福祉士及び介護福祉士法施行規則(昭和六十二年厚生省令第四十九号)第二条に定める指定施設

二　前号に掲げる施設のほか、相談援助の便宜を供与する施設又は事業

(平六規則四三・平九規則一七・平一一規則九四・平一二規則二一〇・平一二規則三六五・平一四規則一三八・平一五規則六七・平一八規則六八・平一八規則二〇一・平二〇規則三九・一部改正)

第三条の二　条例第四条第一項ただし書の規定による貸与金額の増額を受けようとする者は、次条に規定する貸与の申込時に、貸与金額増額(入学準備金・就職準備金加算)申請書(別記第一号様式の二)に、連帯保証人連署の上、知事に申請しなければならない。

2　条例第四条第一項ただし書に規定する規則で定める月は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める月とする。

　一　入学準備金の加算　修学資金の貸与が開始される月(以下「入学月」という。)

　二　就職準備金の加算　修学資金の貸与が終了する月(以下「就職月」という。)

3　在学する養成施設等の正規の修学期間が一年以上の者のうち、入学月の分の貸与金額の増額を受けない者については、就職月の分の貸与金額の増額は行わない。ただし、知事が特別の事情があると認めるときは、この限りでない。

4　在学する養成施設等の正規の修学期間が一年に満たない者については、入学月の分の貸与金額の増額のみを行う。ただし、知事が特別の事情があると認めるときは、入学月の分に代えて就職月の分の貸与金額の増額を行うことができる。

5 知事は、第一項の申込みがあったときは、その可否について、貸与金額増額(入学準備金・就職準備金加算)承認・不承認決定通知書(別記第一号様式の三)により、申請者に通知する。
　　　　(平二一規則二八・追加)

(貸与の申込み)

第四条　条例第六条の規定による修学資金の貸与の申込みは、介護福祉士等修学資金貸与申込書(別記第一号様式)に連帯保証人連署の上、養成施設等の長の推薦状(別記第二号様式)を添えて行わなければならない。

(平六規則四三・平一四規則一三八・一部改正)

(貸与の決定)

第五条　条例第七条の規定による通知は、介護福祉士等修学資金貸与承認・不承認決定通知書(別記第三号様式)により行う。

(平六規則四三・一部改正)

(修学資金の交付)

第六条　修学資金の交付は、原則として口座振替の方法により毎月交付する。ただし、特別の事情があるときは、他の方法により、又は毎月分を合わせて交付することができる。

(連帯保証人の変更)

第七条　修学生又は修学資金の貸与を受けた者は、条例第八条の連帯保証人を変更しようとするとき、又は連帯保証人が死亡したときは、知事に連帯保証人変更申請書・連帯保証書(別記第四号様式)を提出しなければならない。

2　知事は、前項の規定による申請があったときは、連帯保証人となるべき者について条例第八条に規定する要件又は保証能力を審査の上、その可否を決定し、連帯保証人変更承認・不承認通知書(別記第五号様式)により通知する。

(平一〇規則一六九・平一一規則九四・一部改正)

(届出等)

第八条　修学生又は修学資金の貸与を受けた者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、速やかに氏名・住所変更届(別記第六号様式)又は停止・再開・辞退等届(別記第六号様式の二)に、その事実を証明する書類を添えて、知事に届け出なければならない。ただし、第三号又は第四号に該当する場合は、当該事実を証明する書類の添付を省略することができる。

一　養成施設等を休学し、退学し、若しくは卒業し、又は養成施設等に復学したとき。

二　養成施設等において停学の処分を受けたとき。

三　指定施設等で介護業務等に従事する意思がなくなったとき。

四　修学資金の貸与を辞退しようとするとき。

五　心身に著しい故障が生じたとき。

六　前各号に掲げる場合のほか、本人又は連帯保証人の住所、氏名その他重要な事項に変更があったとき。

2　連帯保証人は、修学生又は修学資金の貸与を受けた者が死亡したときは、直ちに死亡届(別記第七号様式)にその事実を証明する書類を添えて、知事に届け出なければならない。

(平六規則四三・平一四規則一三八・一部改正)

(貸与の打切り等)

第九条　知事は、条例第九条第一項の規定により修学資金の貸与を打ち切ったときは、介護福祉士等修学資金貸与打切り通知書(別記第八号様式)により通知する。

2　知事は、条例第九条第二項の規定により修学資金の貸与を停止したときは、介護福祉士等修学資金貸与停止通知書(別記第九号様式)により通知する。

3　知事は、条例第九条第二項の規定により修学資金の貸与を停止された者が復学したため、貸与を再開したときは、介護福祉士等修学資金貸与再開通知書(別記第十号様式)により通知する。

(平六規則四三・一部改正)

(借用証書及び返還計画書の提出)

第十条　修学生は、修学資金の貸与が終了し、又は条例第九条第一項の規定により修学資金の貸与を打ち切られたときは、連帯保証人連署の上、遅滞なく介護福祉士等修学資金借用証書(別記第十一号様式)を知事に提出しなければならない。

2　修学生は、前項に規定する場合において、条例第十条の規定により修学資金を返還しようとするときは、介護福祉士等修学資金返還計画書(別記第十二号様式)を知事に提出しなければならない。

(平六規則四三・平一一規則九四・一部改正)
(返還期間の延長)
第十条の二　条例第十条第一項の規則で定める期間は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める期間とする。

　一　条例第四条第一項ただし書の規定に基づき貸与金額の増額をされた者(以下「増額決定者」という。)のうち、入学準備金及び就職準備金の両方の加算をされた者　条例第十条第一項に規定する貸与を受けた月数の二倍に相当する期間(以下「標準返還期間」という。)に十六月を加えた期間
　二　増額決定者のうち、入学準備金又は就職準備金のいずれかの加算をされた者　標準返還期間に八月を加えた期間
　　　　(平二一規則二八・追加)

(返還債務の履行猶予の申請等)

第十一条　条例第十一条の規定による返還の債務の履行の猶予を受けようとする者は、介護福祉士等修学資金返還猶予申請書(別記第十三号様式)に次の各号に掲げる者ごとに、当該各号に掲げる書類を添えて、知事に提出しなければならない。

一　条例第十一条第二号及び第三号に該当する者　養成施設等在学届(別記第十五号様式)

二　条例第十一条第四号に該当する者　当該事実を証明する書類

2　知事は、前項の申請があったときは、その内容を審査の上、その可否を決定し、介護福祉士等修学資金返還猶予承認・不承認通知書(別記第十六号様式)により通知する。

(平六規則四三・平一一規則九四・一部改正)

(従事先の変更等)

第十二条　条例第十一条第一号の規定により返還の債務の履行の猶予を受けている者が、当該猶予期間中に次の各号の一に該当することとなった場合は、速やかに当該各号に掲げる届を知事に提出しなければならない。

一　介護業務等の従事先を変更したとき。　従事先変更届兼指定施設等証明書(別記第十七号様式)

二　介護業務等に従事しなくなったとき。　業務廃止届(別記第十八号様式)

(平六規則四三・一部改正)

(返還債務の履行猶予及び免除に関する特例)

第十二条の二　条例第十一条第一号及び第十二条第一項第一号に規定する東京都規則で定める者及び期間は、次のとおりとする。

一　養成施設等の卒業年度の社会福祉士及び介護福祉士法(昭和六十二年法律第三十号)第四条に規定する社会福祉士試験(以下「試験」という。)に、災害、疾病、負傷その他やむを得ない事由により受験できなかった者又は合格できなかった者で、翌年度又は翌々年度の試験に合格したものにあっては、当該試験に合格した日から一年

二　養成施設等の卒業年度の試験に合格した者 (次号に掲げる者を除く。)にあっては、当該試験に合格した日から一年

三　養成施設等を卒業した日(卒業年度の試験に合格した者にあっては、当該試験に合格した日。以下「資格取得日」という。)から一年以内に指定施設等で介護業務等以外の業務に従事した者にあっては、資格取得日から二年
(平六規則四三・追加、平一四規則一三八・平一八規則六八・平二一規則二八・一部改正)

(知事が定める学校)

第十三条　条例第十一条第三号に規定する知事が定める学校は、次の各号に掲げる卒業者の区分に応じそれぞれ当該各号に定める学校をいう。

一　介護福祉士を養成する施設等の卒業者　条例第二条第二項に規定する養成施設等で社会福祉士を養成するもの

二　社会福祉士を養成する施設等の卒業者　条例第二条第二項に規定する養成施設等で、介護福祉士を養成するもの

(平六規則四三・全改、平一一規則九四・平一四規則一三八・一部改正)

(返還債務の免除申請等)

第十四条　条例第十二条の規定により返還の債務の免除を受けようとする者は、介護福祉士等修学資金返還免除申請書(別記第十九号様式)に、その理由となる事実を証明する書類を添えて、知事に提出しなければならない。

2　知事は、前項の申請があったときは、その内容を審査の上、その可否を決定し、介護福祉士等修学資金返還免除承認・不承認通知書(別記第二十号様式)により通知する。

(平六規則四三・一部改正)

(台帳)

第十五条　知事は、修学資金の貸与状況を明らかにするため、介護福祉士等修学資金貸与台帳(別記第二十一号様式)を備えておくものとする。

(平六規則四三・一部改正)

附　則

この規則は、平成四年四月一日から施行する。

附　則(平成六年規則第四三号)

1　この規則は、平成六年四月一日から施行する。

2　この規則の施行の際、この規則による改正前の東京都介護福祉士修学資金貸与条例施行規則の様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。

附　則(平成九年規則第一七号)

1　この規則は、平成九年四月一日から施行する。

2　この規則による改正後の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則第三条第一項の規定は、平成八年四月一日以降に東京都介護福祉士等修学資金貸与条例(平成四年東京都条例第四十一号)第二条第二項に規定する養成施設を卒業する者について適用する。

3　この規則の施行の際、この規則による改正前の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則別記第一号様式から第三号様式まで、第十四号様式及び第十七号様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。

附　則(平成一〇年規則第七号)

1　この規則は、平成十年二月二日から施行する。

2　この規則の施行の際、この規則による改正前の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則別記第一号様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。

附　則(平成一〇年規則第一六九号)

1　この規則は、公布の日から施行する。

2　この規則の施行の際、この規則による改正前の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則別記第一号様式、第四号様式及び第五号様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。

附　則(平成一一年規則第九四号)

1　この規則は、平成十一年四月一日から施行する。

2　この規則の施行の際、この規則による改正前の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則別記第一号様式、第四号様式、第十一号様式、第十三号様式、第十七号様式、第十九号様式及び第二十一号様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。

附　則(平成一二年規則第二一〇号)

1　この規則は、平成十二年四月一日から施行する。

2　この規則の施行の際、この規則による改正前の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則別記第十三号様式及び第十九号様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。

附　則(平成一二年規則第三六五号)

この規則は、公布の日から施行する。

附　則(平成一四年規則第一三八号)

(施行期日)

1　この規則は、平成十四年四月一日(以下「施行日」という。)から施行する。

(経過措置)

2　この規則の施行の際、東京都介護福祉士等修学資金貸与条例(平成四年東京都条例第四十一号。以下「条例」という。)第十一条第一号の規定により返還の債務の履行の猶予を受けている者が、現に介護業務等に従事しているこの規則による改正前の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則(以下「改正前の規則」という。)第三条第一項に規定する指定施設等は、その者については、施行日から条例第十二条の規定による返還債務の免除を受けられなくなる日までは、この規則による改正後の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則第三条第一項に規定する指定施設等とみなす。

3　この規則の施行の際、改正前の規則別記第一号様式、第二号様式、第四号様式、第七号様式、第十一号様式、第十二号様式、第十五号様式、第十六号様式、第十八号様式及び第二十号様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。

附　則(平成一五年規則第六七号)

この規則は、平成十五年四月一日から施行する。

附　則(平成一八年規則第六八号)

(施行期日)

1　この規則は、平成十八年四月一日(以下「施行日」という。)から施行する。

(経過措置)

2　この規則の施行の際、東京都介護福祉士等修学資金貸与条例(平成四年東京都条例第四十一号。以下「条例」という。)第十一条第一号の規定により返還の債務の履行の猶予を受けている者が現に介護業務等に従事しているこの規則による改正前の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則(以下「改正前の規則」という。)第三条第一項に規定する指定施設等は、当該猶予を受けている者が条例第十二条の規定による返還の債務の免除を受けられなくなる日までの間、この規則による改正後の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則(以下「改正後の規則」という。)第三条第一項に規定する指定施設等とみなす。

3　この規則の施行の際、改正前の規則第三条第一項第七号、第八号又は第九号に規定する指定施設等で、障害者自立支援法(平成十七年法律第百二十三号)附則第十条又は第十一条の規定により障害者自立支援法第二十九条第一項の指定を受けたものとみなされた者が行う当該指定にかかる事業は、改正後の規則第三条第一項に規定する指定施設等とみなす。

附　則(平成一八年規則第二〇一号)

(施行期日)

1　この規則は、公布の日から施行し、平成十八年四月一日から適用する。

(経過措置)

2　この規則の施行の際、東京都介護福祉士等修学資金貸与条例(平成四年東京都条例第四十一号。以下「条例」という。)第十一条第一号の規定により返還の債務の履行の猶予を受けている者が現に介護業務等に従事しているこの規則による改正前の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則第三条第一項に規定する指定施設等は、当該猶予を受けている者が条例第十二条の規定による返還の債務の免除を受けられなくなる日までの間、この規則による改正後の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則第三条第一項に規定する指定施設等とみなす。

附　則(平成二〇年規則第三九号)

(施行期日)

1　この規則は、平成二十年四月一日から施行する。

(経過措置)

2　この規則の施行の際、東京都介護福祉士等修学資金貸与条例の一部を改正する条例(平成二十年東京都条例第六十二号。以下「改正条例」という。)による改正前の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例(平成四年東京都条例第四十一号。以下「改正前の貸与条例」という。)第十一条第一号の規定により返還の債務の履行の猶予を受けている者が現に介護業務等に従事しているこの規則による改正前の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則(以下「改正前の規則」という。)第三条第一項に規定する指定施設等は、当該猶予を受けている者が改正前の貸与条例第十二条の規定による返還の債務の免除を受けられなくなる日までの間、この規則による改正後の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則(以下「改正後の規則」という。)第三条第一項に規定する指定施設等とみなす。

3　この規則の施行の際、改正前の規則別記第十九号様式及び第二十号様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。

(債務返還条件等に係る特例措置)

4　改正条例附則第三項第二号に規定する規則で定めるものは、改正条例による改正後の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例(以下「改正後の貸与条例」という。)第六条の規定による申込みの日の属する年の前年の所得税法(昭和四十年法律第三十三号)第八十九条第二項に規定する課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税山林所得金額の合計額とする。

5　改正条例附則第三項第二号に規定する規則で定める額は、控除対象配偶者(所得税法第二条第一項第三十三号に規定する控除対象配偶者をいう。以下同じ。)又は扶養親族(同項第三十四号に規定する扶養親族をいう。以下同じ。)がない場合にあっては五十万円とし、控除対象配偶者又は扶養親族がある場合にあっては六十万円とする。

6　改正条例附則第三項第三号に規定する規則で定めるものは、現金、所得税法第二条第一項第十号に規定する預貯金、同項第十七号に規定する有価証券その他これらに準ずるものとする。

7　改正条例附則第三項第三号に規定する規則で定める額は、六百万円とする。

8　改正条例附則第三項第四号に規定する規則で定める要件は、修学資金の貸与を受けようとする者(その者が、その者と生計を一にしている者の控除対象配偶者又は扶養親族に該当する場合にあっては、当該その者と生計を一にする者)が不動産(不動産登記法(平成十六年法律第百二十三号)第二条第一号に規定する不動産をいう。)を所有していないこととする。

9　改正条例附則第三項に規定する特例措置対象者が、改正後の貸与条例第十二条の規定により返還の債務の免除を受けようとするときは、改正後の規則第十四条第一項の規定にかかわらず、介護福祉士等修学資金返還免除申請書(附則別記第一号様式)に、その理由となる事実を証明する書類を添えて、知事に提出しなければならない。

10　知事は、前項の申請があったときは、改正後の規則第十四条第二項の規定にかかわらず、その内容を審査の上、その可否を決定し、介護福祉士等修学資金返還免除承認・不承認通知書(附則別記第二号様式)により通知する。

附　則(平成二一年規則第二八号)

(施行期日)

1　この規則は、平成二十一年四月一日から施行する。

(在学中の既貸与決定者に係る申込手続等)

2　東京都介護福祉士等修学資金貸与条例の一部を改正する条例(平成二十一年東京都条例第三十三号。以下「改正条例」という。)附則第三項の規定に基づき改正条例による改正後の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例(以下「改正後の条例」という。)の規定の適用を受けようとする者は、知事が別に定める日までに、改正後条例適用申込書兼貸与金額増額申請書(附則別記第一号様式)に連帯保証人連署の上、知事に申し込まなければならない。
3　知事は、前項の申込みがあったときは、その可否について、改正後条例適用・不適用決定通知書兼貸与金額増額承認・不承認決定通知書(附則別記第二号様式)により、申込者に通知する。
4　改正条例附則第三項の規定に基づき改正後の条例の規定の適用を受ける者(以下「改正後条例適用者」という。)が改正後の条例第四条第一項ただし書に規定する貸与金額の増額を受けようとするときは、この規則による改正後の東京都介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則(以下「改正後の規則」という。)第三条の二第一項の規定にかかわらず、改正後条例適用申込書兼貸与金額増額申請書に、連帯保証人連署の上、知事に申請しなければならない。この場合において、申請書の受理は、前項の決定前においても行うことができる。
5　改正後条例適用者については、改正後の規則第三条の二第二項第一号、第三項及び第四項の規定は、適用しない。
6　知事は、附則第四項の申請があったときは、その可否について、改正後条例適用・不適用決定通知書兼貸与金額増額承認・不承認決定通知書により、申請者に通知する。

(債務返還条件等に係る特例措置)
7　改正条例附則第六項第二号に規定する規則で定めるものは、改正後の条例第六条の規定による申込みの日の属する年の前年の所得税法(昭和四十年法律第三十三号)第八十九条第二項に規定する課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税山林所得金額の合計額とする。

8　改正条例附則第六項第二号に規定する規則で定める額は、控除対象配偶者(所得税法第二条第一項第三十三号に規定する控除対象配偶者をいう。以下同じ。)又は扶養親族(同項第三十四号に規定する扶養親族をいう。以下同じ。)がない場合にあっては五十万円とし、控除対象配偶者又は扶養親族がある場合にあっては六十万円とする。
9　改正条例附則第六項第三号に規定する規則で定めるものは、現金、所得税法第二条第一項第十号に規定する預貯金、同項第十七号に規定する有価証券その他これらに準ずるものとする。

10 改正条例附則第六項第三号に規定する規則で定める額は、六百万円とする。

11　改正条例附則第六項第四号に規定する規則で定める要件は、修学資金の貸与を受けようとする者(その者が、その者と生計を一にしている者の控除対象配偶者又は扶養親族に該当する場合にあっては、当該その者と生計を一にする者)が不動産(不動産登記法(平成十六年法律第百二十三号)第二条第一号に規定する不動産をいう。)を所有していないこととする。
12　改正条例附則第六項に規定する特例措置対象者が、改正後の条例第十二条の規定により返還の債務の免除を受けようとするときは、改正後の規則第十四条第一項の規定にかかわらず、介護福祉士等修学資金返還免除申請書(附則別記第三号様式)に、その理由となる事実を証明する書類を添えて、知事に提出しなければならない。

13　知事は、前項の申請があったときは、その内容を審査の上、その可否を決定し、介護福祉士等修学資金返還免除承認・不承認通知書(附則別記第四号様式)により通知する。
